
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町人 口面 積標準 財政 規模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 5,945716.603,597,9694,811,3324,768,56524,360 人(H21.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.20][0.20][0.20][0.20]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位79/12179/12179/12179/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.560.560.560.56北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均0.280.280.280.280.000.300.600.901.201.501.80
0.130.130.130.13
1.521.521.521.52
0.270.270.270.270.270.270.270.270.270.270.270.270.250.250.250.250.270.270.270.27 H20H19H18H17H16 0.200.200.200.200.200.200.200.200.200.200.200.200.190.190.190.190.180.180.180.18 財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [88.9%][88.9%][88.9%][88.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位71/12171/12171/12171/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均92.192.192.192.1
(%)

110.0100.090.080.070.060.0
99.799.799.799.7
67.967.967.967.986.886.886.886.888.188.188.188.187.687.687.687.686.986.986.986.989.289.289.289.2

H20H19H18H17H16 88.988.988.988.985.785.785.785.786.486.486.486.486.986.986.986.989.289.289.289.2
人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[[[[282282282282,,,,885885885885円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位105/121105/121105/121105/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均114,142114,142114,142114,142北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均133,025133,025133,025133,025
(円)

500,000400,000300,000200,000100,0000
416,054416,054416,054416,054
100,277100,277100,277100,277211,244211,244211,244211,244211,979211,979211,979211,979206,881206,881206,881206,881209,402209,402209,402209,402187,671187,671187,671187,671

H20H19H18H17H16 282,885282,885282,885282,885266,437266,437266,437266,437262,863262,863262,863262,863266,519266,519266,519266,519282,613282,613282,613282,613
給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.5][97.5][97.5][97.5]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位106/121106/121106/121106/121全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.498.498.498.4全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均94.694.694.694.6105.0100.095.090.085.080.075.0
99.499.499.499.4
82.382.382.382.394.194.194.194.193.793.793.793.793.493.493.493.493.193.193.193.193.193.193.193.1

H20H19H18H17H16 97.597.597.597.597.897.897.897.897.697.697.697.693.693.693.693.695.595.595.595.5
定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[17171717....49494949人人人人]]]]

類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位89/12189/12189/12189/121全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.467.467.467.46北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均8.348.348.348.34
(人)

30.0025.0020.0015.0010.005.000.00
25.2925.2925.2925.29
7.547.547.547.5414.3614.3614.3614.3615.0515.0515.0515.0514.5914.5914.5914.5914.5314.5314.5314.5312.9512.9512.9512.95

H20H19H18H17H16 17.4917.4917.4917.4917.2617.2617.2617.2616.9816.9816.9816.9816.9816.9816.9816.9817.5217.5217.5217.52

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [14.9%][14.9%][14.9%][14.9%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位41/12141/12141/12141/121全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均11.811.811.811.8北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均14.114.114.114.1

(%)
40.030.020.010.00.0

26.426.426.426.4
3.53.53.53.516.016.016.016.016.316.316.316.316.616.616.616.615.115.115.115.1

H20H19H18H17H16
14.914.914.914.916.716.716.716.717.017.017.017.016.816.816.816.8

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [-%][-%][-%][-%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位-/--/--/--/-全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均100.9100.9100.9100.9北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均128.3128.3128.3128.3

(%)
400.0300.0200.0100.00.0

283.3283.3283.3283.3
3.53.53.53.571.471.471.471.482.682.682.682.6

H20H19H18H17H16
5.25.25.25.2

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性
人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況 給与水準給与水準給与水準給与水準   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況
将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

津別町津別町津別町津別町※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100
120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄財政力指数　平成13年度以降上昇傾向にあったが、平成18年度以降は０．２０で推移し依然として類似団体平均を下回っている。平成14年度から平成19年度までの退職者不補充や平成15年度からの給与の独自削減（5年間で178百万円の効果額）により人件費の削減を実施するとともに、投資的経費の抑制や事務事業の見直しにより歳出の徹底的な見直しを図ってきた。　また、定員管理計画の将来職員数を鑑み平成20年度を第1次改革年としてグループ制を導入し、平成24年度をめどに、現在の町長部局の8課27係、他の執行機関の6課・局8係を、町長部局は5課11グループ、他の執行機関を5課・局3グループに再編するグループ制本格導入の目標年とした。　今後も人口の減少と高齢化の進展（22年2月末36.68％）が予想されることから、平成22年度を始期とする「第５次総合計画」に基づき活力あるまちづくりを展開しつつ、行政の効率化に努め財政の健全化を図っていく。経常収支比率　全国・北海道市町村平均を下回っているが、類似団体平均を若干上回る数値であり依然高い水準にある。平成13年度までの大型事業実施に伴う公債費の負担が大きかったが、投資的経費の抑制により新規発行を控え平成16年度をピークに減少傾向にある。また、20年度から21年度末で13人、22年度から23年度で15人が定年退職し、向こう10年間では毎年平

均6人の定年退職者を迎える。定員管理計画に基づき新規採用を控えるとともに、今後も人件費の削減など行財政改革への取り組みを通じて義務的経費の削減に努め、事務事業の見直しによる経常経費の削減を図る。ラスパイレス指数　過去の大量採用、退職者不補充等により職員の年齢構成に極端な偏りがあり、大量採用時職員の年齢上昇等により全国町村、類似団体平均を上回っているが、今後、定年退職者の増と人件費削減の継続実施により給与水準の適正化に努める。実質公債費比率　平成8年度から13年度までの大型事業の実施に伴う起債増により公債費の負担が大きく、昨年度まで類似団体平均を上回っていたが、その後の新規発行の抑制により公債費の償還額も平成16年度をピークに減少したことから類似団体平均を下回った。しかし、まだ全国・北海道市町村平均を上回っていること、分母となる標準財政規模等が地方交付税の交付額により左右され比率に直接影響することから、今後も投資的経費の圧縮を図るとともに起債依存型の事業実施を見直す。
将来負担比率　地方債残高の減や普通交付税の増額に伴う標準財政規模の増、財政調整基金及び減債基金の積立による充当可能基金の増額により類似団体平均、全国・北海道市町村平均を下回っている。人口1，000人当たり職員数　町営バスの運行、特別養護老人ホーム、学校給食センターの運営等、地域の特性に伴う事業実施により、ともに類似団体平均、全国・北海道市町村平均を上回っている。今後は住民サービスを低下させることなく適正な定員管理に努めるとともに、効率的・効果的な運営等を図る。人口1人当たり人件費・物件費等決算額　地域特性に伴う事業実施及び職員数の減少に伴う外部委託の実施により、ともに類似団体平均、全国・北海道市町村平均を上回っている。今後は住民サービスを低下させることなく適正な定員管理に努めるとともに、効率的・効果的な運営等を図る。



歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 5,945716.603,597,9694,811,3324,768,56524,360 人(H21.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位71/12171/12171/12171/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均92.192.192.192.1(%)110.0100.090.080.070.060.0 99.799.799.799.767.967.967.967.986.886.886.886.888.188.188.188.187.687.687.687.686.986.986.986.989.289.289.289.2 H20H19H18H17H16 88.988.988.988.985.785.785.785.786.486.486.486.486.986.986.986.989.289.289.289.2 人件費人件費人件費人件費 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位72/12172/12172/12172/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均27.227.227.227.2北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均24.724.724.724.7(%)50.040.030.020.010.0 43.043.043.043.016.916.916.916.925.425.425.425.426.226.226.226.226.826.826.826.827.927.927.927.929.429.429.429.4 H20H19H18H17H16 26.026.026.026.024.724.724.724.725.425.425.425.425.625.625.625.626.126.126.126.1 物件費物件費物件費物件費 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位90/12190/12190/12190/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均13.113.113.113.1北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均11.411.411.411.4(%)21.018.015.012.09.06.03.00.0 18.318.318.318.34.04.04.04.010.910.910.910.910.610.610.610.610.610.610.610.610.710.710.710.710.710.710.710.7 H20H19H18H17H16 12.412.412.412.411.411.411.411.412.412.412.412.412.712.712.712.712.612.612.612.6 扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位32/12132/12132/12132/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均9.19.19.19.1北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均8.88.88.88.8(%)10.08.06.04.02.00.0 7.37.37.37.30.90.90.90.92.82.82.82.82.82.82.82.82.82.82.82.82.92.92.92.92.72.72.72.7 H20H19H18H17H16 2.12.12.12.12.22.22.22.22.22.22.22.22.32.32.32.32.32.32.32.3 そのそのそのその他他他他 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位43/12143/12143/12143/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均11.711.711.711.7北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均11.711.711.711.7(%)30.020.010.00.0 22.022.022.022.00.90.90.90.910.610.610.610.610.010.010.010.09.29.29.29.28.88.88.88.89.49.49.49.4 H20H19H18H17H16 9.79.79.79.78.48.48.48.47.87.87.87.86.86.86.86.89.59.59.59.5
補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位33/12133/12133/12133/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.610.610.610.6北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均11.711.711.711.7(%)40.030.020.010.00.0 28.128.128.128.12.32.32.32.313.113.113.113.113.313.313.313.313.113.113.113.112.712.712.712.713.613.613.613.6 H20H19H18H17H16 10.110.110.110.19.59.59.59.58.58.58.58.58.48.48.48.48.58.58.58.5
公債費公債費公債費公債費 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位96/12196/12196/12196/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均20.120.120.120.1北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均23.823.823.823.8(%)50.040.030.020.010.00.0 37.437.437.437.40.80.80.80.824.024.024.024.025.225.225.225.225.125.125.125.123.923.923.923.923.423.423.423.4 H20H19H18H17H16 28.628.628.628.629.529.529.529.530.130.130.130.131.131.131.131.130.230.230.230.2

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH20202020類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位42/12142/12142/12142/121全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均71.771.771.771.7北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均68.368.368.368.3(%)90.080.070.060.050.040.0 83.783.783.783.746.146.146.146.162.862.862.862.862.962.962.962.962.562.562.562.563.063.063.063.065.865.865.865.8 H20H19H18H17H16 60.360.360.360.356.256.256.256.256.356.356.356.355.855.855.855.859.059.059.059.0経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
津別町津別町津別町津別町※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上
分析欄分析欄分析欄分析欄経常収支比率　類似団体平均を若干上回る数値で高い水準にある。平成13年度までの大型事業実施に伴う公債費の負担が大きかったが、投資的経費の抑制により地方債の新規発行を控え平成16年度をピークに減少傾向にある。また、20年度から21年度末で13人、22年度から23年度で15人が定年退職し、向こう10年間では毎年平均6人の定年退職者を迎える。定員管理計画に基づき新規採用を控えるとともに、今後も人件費の削減など義務的経費の削減に努め、事務事業の見直しによる経常経費の削減を図る。人件費　平成14年度からの退職者不補充や平成19年度までの退職者不補充や平成15年度からの給与の独自削減により圧縮に努めて来たが、類似団体平均値が下がったことにより上回っている。20年度から21年度末で13人、22年度から23年度で15人が定年退職し、向こう10年間では毎年平均6人の定年退職者を迎えるが定員管理計画に基づき新規採用を控えるとともに、人件費削減の継続実施による圧縮を図るとともに、給与水準の適正化に努める。物件費　町営バスの運行、特別養護老人ホーム、学校給食センターの運営等、地域の特性に伴う事業実施及び職員数の減少に伴う外部委託の実施により、ともに類似団体平均を上回っている。今後は住民サービスを低下させることなく効率的・効果的な運営等を図り経費の削減に努める。公債費　平成8年度から13年度までの大型事業の実施に伴う起債増により公債費の負担が大きく、類似団体平均を上回っている。その後の投資的経費の抑制により地方債の新規発行を控えたことにより公債費の償還額は平成16年度をピークに減少しているが、分母となる標準財政規模等が地方交付税の交付額により左右されるとともに、人口の減少にも影響を受けることから、今後も投資的経費の圧縮を図るとともに起債依存型の事業実施を見直す。普通建設事業費の分析　平成14年度以降、類似団体平均を下回る状況であったが、平成18年度は大型な補助事業の実施に伴い同平均値を大きく上回った。平成19年度以降は以前の水準に戻ったが、今後も新規事業の見直しをさらに進めるとともに、優先度を厳しく点検し実施する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 1,060,436 178,374 129,552 37.7賃金（物件費） 46,052 7,746 10,429 ▲ 25.7一部事務組合負担金（補助費等） 205,532 34,572 20,026 72.6公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,946 -公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 91,649 15,416 6,123 151.8事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） - - 3,305 -▲退職金 ▲ 100,924 ▲ 16,976 ▲ 13,712 23.8合計 1,302,745 219,133 158,669 38.1参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 17.49 14.36 3.13ラスパイレス指数 97.5 94.1 3.4
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 1,014,467 170,642 111,710 52.8満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）等 - - 582 -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 184,493 31,033 21,716 42.9一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 - - 7,406 -債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 - - 4,282 -一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 114 19 45 ▲ 57.8▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 820,888 ▲ 138,080 ▲ 89,587 54.1合計 378,186 63,614 56,154 13.3平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率5.010.0
15.020.0 10.9H2011.7H1912.3H1811.9H17

10.7
H16

14.916.717.016.8

人口1人当たり決算額(円)

50,000100,000150,000200,000250,000300,000350,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値82,102
276,836
158,669219,133

人口1人当たり決算額(円)

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値17,605
117,429
56,15463,614



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)535,141 82,253 18.3 110,575 ▲ 21.5 39.8うち単独分 394,510 60,638 24.8 68,815 ▲ 16.5 41.3410,064 64,486 ▲ 21.6 121,414 9.8 ▲ 31.4うち単独分 279,143 43,897 ▲ 27.6 58,925 ▲ 14.4 ▲ 13.21,366,806 221,094 242.9 124,895 2.9 240.0うち単独分 201,742 32,634 ▲ 25.7 61,345 4.1 ▲ 29.8272,439 44,794 ▲ 79.7 110,324 ▲ 11.7 ▲ 68.0うち単独分 183,515 30,173 ▲ 7.5 55,684 ▲ 9.2 1.7326,821 54,974 22.7 114,677 3.9 18.8うち単独分 223,187 37,542 24.4 55,912 0.4 24.0過去５年間平均 582,254 93,520 36.5 116,377 ▲ 3.3 39.8うち単独分 256,419 40,977 ▲ 2.3 60,136 ▲ 7.1 4.8

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額

H19H20

H16H17H18
人口1人当たり決算額の推移

050,000100,000150,000200,000250,000
H16 H17 H18 H19 H20

（円）
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町北海道 津別町

当該団体値 類似団体平均値


